
東金市の給与・定員管理等について

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当を含まない
２　職員数は、平成21年4月1日現在の人数である。

（３）特記事項

なし

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

H17H22
101.1 103.0

97.0 97.7

97.6 98.8

（注） 1　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

【参考】　地域手当補正後ラスパイレス指数
（平成22年4月1日現在）

（注） H22.4.1現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの

２　一般行政職給料表の状況（平成22年4月1日現在）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

366,200円

459,100円

413,700円

481,300円

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級

135,600円

243,700円

185,800円

309,400円

222,900円

358,300円

261,900円

393,000円

1号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

103.0

「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水
準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数である。

※

240,992千円

歳出額
Ａ

区分

（参考）
平成20年度の人件費率

20.8%

東金市

18,413,700千円 454,284千円 3,536,941千円 19.2%H21年度 59,593人

6,106千円

計　Ｂ

636,518千円

一人当たり給与費

Ｂ/Ａ

6,119千円

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

2,564,704千円

実質収支区分 住民基本台帳人口

給　　与　　費

1,687,194千円

職員数
A

420人

全国市平均

H21年度

類似団体平均

給料

人件費
Ｂ

人件費率
Ｂ/Ａ

職員手当 期末・勤勉手当

289,200円

405,600円

320,600円

425,100円

101.1 

97.0 
97.6 

103.0 

97.7 
98.8 

92.0 

94.0 

96.0 

98.0 

100.0 

102.0 

104.0 

106.0 

東金市 類似団体平均 全国市平均

H17

H22
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在）
一般行政職

② 技能労務職

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査においては公表されているデータを使用している。

※ 技能労務職の職種と民間の職種等比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※

①

54.6歳

56.9歳

56.4歳

283,780円

726人 334,120円 392,288円

41.9歳

平均給与月額

395,666円

平均年齢 平均給料月額

43.8歳 335,606円

平均給与月額
（A）

平均給料月額

394,618円

職員数平均年齢
区分

公務員

3,955人

うち調理師

うち給食員

千葉県

年収ベース（試算値）の比較

-

公務員
（C）

281,009円

平均給与月額
（国ベース）

304,361円

298,136円 -

304,361円

305,701円

298,029円

6人

6人 281,064円

278,647円 305,701円

うち用務員

民間
（D）

C/D

50.3

56.1歳東金市

うち用務員

- -

-

17人

類似団体

-

区分

国

44.1歳

49.3

48.7 342,512円

284,514円 322,291円 -

298,029円

平均給与月額
（国ベース）

391,071円

―325,579円

408,325円

398,379円

355,548円 447,463円

344,747円東金市 42.3歳

千葉県

371,751円

366,140円

3,728,800円

年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前
年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

1.07

1.06

3,728,800円

-類似団体

国

東金市

区分

1.30

うち給食員 3,958,482円

3,921,140円 3,008,200円

参考

-

49人

-

5人

用務員 53.8

-

--328,520円312,374円

うち調理師 3,997,437円

参考

- - --

調理士

213,600円 1.43

41.9 276,600円 1.10

調理士 41.9 276,600円 1.08

平均給与月額
（B）

A/B

- - - -

対応する民間
の類似業種

平均年齢

民間
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教育職（幼稚園教諭）

（注） 1 　「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

2

（２）職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在）

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在）

328,600円

平均年齢 平均給料 平均年齢 平均給料

28.0歳 222,200円

経験年数20年

178,800円

43.0歳 359,400円

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものであ
る。

　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等
の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

Ⅰ種

Ⅱ種

大学卒

経験年数15年

181,200円

330,615円

325,981円 322,147円

33.0歳 252,200円 38.0歳

区分

一般行政職

大学卒
172,200円

高校卒

高校卒

区分
経験年数10年

一般行政職

144,500円 144,500円 140,100円

41.3歳

178,800円

―

268,650円33.0歳 321,767円38.3歳

平均年齢 平均給料

356,088円

国東金市 千葉県

千葉県

東金市

―

43.8

③

区分 平均年齢

類似団体 43.3

295,050円

378,761円 442,754円

平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）

（注） 1 東金市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

H22の構成比1年前の構成比5年前の構成比

１級 7 15 6

２級 21 12 29

３級 60 77 60

４級 79 72 46

５級 56 47 50

６級 42 38 47

７級 35 35 33

８級 6 8 37

９級 7

（注）平成18年に9級制から8級制へ変更している。（旧給料表の3級及び4級を統合）　

（２）昇給への勤務成績の反映状況

2.0%

18.3%

部長,会計管理者

13.7%

35

42

79

副主査,主任主事,主任技師

7

21

6

11.4%

職員数 構成比標準的な職務内容

４級

19.6%

区分

25.8%

6.9%

５級

１級

２級

３級

主事補,技師補 2.3%

60

６級

係長,主査補

56

課長,主幹

８級

７級

係長,主査

副課長,副主幹

主事,技師

１．勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評定日として部長級を除く全職員に対して勤務成績の評定を実施。

２．昇給への勤務成績の反映状況
　　A～Eの5段階の昇給区分を定めている。
　平成21年4月1日の昇給において、一般行政職310名中、「上位区分（A・B）」に決定された者は0名、「標準区分（C）」に決
定された者は292名（97.4%）、「下位区分（D・E）」に決定された者は8名（2.6%）であった。

7 15 6

21 12 29

60
77 60

79

72

46

56
47

50

42 38

47

35 35

33

6 8

37

7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H22の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

９級

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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５　職員の手当の状況

（１）　期末手当・勤勉手当

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

（期末手当） （勤勉手当） （期末手当） （勤勉手当） （期末手当） （勤勉手当）

ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（２）　退職手当（平成２２年４月１日現在）

（注） 退職手当の1人当たりの平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３）　地域手当（平成２２年４月１日現在）

（勤続年数）

・役職加算　5%～20%

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

（加算措置の状況）（加算措置の状況）

ヶ月 30.55

41.34 ヶ月

勤続35年 47.50 ヶ月

2.6

国

国

ヶ月

ヶ月

57,089千円

59.28

１人当たり平均支給額（平成21年度）

ヶ月

1.95

（自己都合） （勧奨・定年） （自己都合） （勧奨・定年）

東金市

（加算措置の状況）

59.28 ヶ月

勤続25年 33.50 ヶ月 41.34 ヶ月 33.50

ヶ月ヶ月 23.50 ヶ月 30.55勤続20年 23.50

47.50 ヶ月

支給実績（平成21年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

1人あたり
平均支給額

- 25,812千円

国の制度（支給率）

3% 470人 3%市内全域

104千円

１人当たり平均支給額（平成21年度）

その他の加
算措置

定年前早期退職特別措置
（2～20％の加算）

2.6 1.95

1,452千円

１人当たり平均支給額（平成21年度）

2.6 1.95

東金市

-

１．勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評定日として部長級を除く全職員に対して勤務成績の評定を実施。

２．勤勉手当への勤務成績の反映状況
　平成21年度の勤勉手当においては実施せず。

千葉県

最高限度額 59.28 ヶ月 59.28

定年前早期退職特別措置
（2～20％の加算）

ヶ月 59.28 ヶ月 59.28

・役職加算    　5%～20%
・管理職加算　15・25%

・役職加算    　5%～20%
・管理職加算　10%～25%

-
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（４）　特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

　

　　

（５）　時間外勤務手当

手当の種類（手当数）

42,390千円

91千円

37,558千円

79千円

選挙分除く 選挙分

12,375千円

26千円

11,750千円

24千円

（内訳）
合計

感染症患者の検診、死体の検索等に従事した職
員

職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 104千円

支給実績（平成21年度決算）

(1)　1件当たり1,500円
(2)　1件当たり3,000円

支給実績（平成20年度決算）

毒物、劇物等を使用して病害虫の防除等の作業
に従事した職員

(1)　ごみの収集、運搬に従事した職員
(2)　動物の死体処理に従事した職員

49,308千円

(1)　行旅病人の救護作業
(2)　行旅死人の収容等の作業

行旅病人救護等手当

手当の名称

-

※　市議会議員選挙、千葉県知事選挙

区　　分

1日当たり230円

全　職　種

清掃作業手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

防疫等作業手当

病害虫防除作業手当

5

(1)　1日当たり500円
(2)　1件当たり500円

1日当たり230円

1日当たり230円

-

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

117千円

精神障害者保護手当

支給実績（平成21年度決算） 54,765千円

-

※　衆議院議員選挙

主な支給対象職員

精神障害者の精神保健指定医による診察の立会
い又は護送の業務に従事した職員

職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）
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（６）　その他の手当（平成２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

399千円

宿日直手当 異なる

手当名 国の制度と異なる内容

保育副所長

79,900

70,500

57,500

53,100

33,200

29,100

19,800

内容及び支給単価
支給実績

（平成21年度決算）

乗用車などの利用者

6ヶ月定期代相当額を4月と10月
の年2回支給

住居手当

扶養手当

借家・借間居住者

家賃12,000円を超える場合に限
り、家賃に応じて27,000円を限度
に支給

4,500円

保育所長

66千円

1,066千円

副主幹

　管理又は監督の地位にある職員
に対し、その職に応じた定額を支給

通勤手当

18,500

（市長部局の代表例）

同じ 192千円

48,540千円異なる

使用距離に応じ2,000円～32,330
円までを支給

（16～22歳までの子は1人5,000円加算）

配偶者　13,000円

配偶者以外の扶養親族  1人 6,000円

課長

主幹

副課長

電車・バスの利用者

部長

参事

　宿日直を命ぜられた職員に対し、1
回につき4,500円を支給

管理職手当

23,094千円異なる 95千円

国の制度
との異同

支給職員１人当たり
平均支給年額
（平成21年度決算）

自宅居住者  4,300円

異なる

電車・バスの利用
者について、支給
限度額無し（国：上
限55,000円）

45,755千円

支給対象職員及び
支給額

自宅居住者の支給
要件（国：新築・購
入後5年間に限り
2,500円を支給）

30,828千円

支給金額
（1回につき4,200

円）
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６　特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）

（平成２１年度支給割合）

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

35/100　×　在職月数　×　給料月額 1,428万円 任期毎

25/100　×　在職月数　×　給料月額 876万円 任期毎

(注） １　給料の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

   

415,000円

副議長

359,800円690,000円

382,000円
報
酬

市長

副市長

副議長 計 4.45 ヶ月

議員

退
職
手
当

355,000円

 6月期

552,000円

/

273,500円

295,800円

560,000円 /

/

議長

市長

817,000円 /

1,007,000円

議長 12月期 2.325

給
料

副市長

給料月額等

（参考）類似団体における最高/最低額

850,000円

区分

2.125

２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づ
き、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

730,000円

議員

620,000円

市長

副市長

579,600円/

ヶ月

ヶ月期
末
手
当
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７　職員数の状況

（１）　部門別職員数の状況と主な増減理由

7
＜参考＞

17

2

社会福祉課保護部門の業務増

42

（各年4月1日現在）

税務

統計調査部門の業務増　等

区分

32 建設課スタッフの充実　等234

総務企画

農林水産

衛生

対前年
増減数

▲ 1

7

84

主な増減理由
Ｈ21

※　教育長を含む人数

91

▲ 2

▲ 4

▲ 1

事務統廃合縮小

（類似団体の人口1万人当たり職員数 79.36人）

人口1万人当たり職員数　81.72人

▲ 4

＜参考＞

7

489

民生

Ｈ22

5

93 2

6

18

3

49 事務統廃合縮小

＜参考＞

16 農業委員会の業務増1

44

32

85 1

032

人口1万人当たり職員数 53.19人
（類似団体の人口1万人当たり職員数 58.24人）

310

事務統廃合縮小

317

421 424

職員数

107教育部門

一
般
行
政
部
門

小計

商工

土木

小計

議会

111

14

50

下水道

ガス他

公
営
企
業
等
会
計

部
門

487合計

人口1万人当たり職員数  71.15人

0

医療センター推進課の業務増
普
通
会
計
部
門
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（２）　年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在）　※　教育長を除いた人数

# # # # # # # # # # 0 #
8 # # # # # # # # # 1

20歳未満20～2324～2728～3132～3536～3940～4344～4748～5152～5556～5960歳以上
構成比### ### ### ### ### ### ### ### ### ### ### 0.2%

5年前の構成比0.0% 3.6% 5.7% 17.2% 15.0% 10.9% 6.3% 9.1% 15.8% 10.5% 5.9% 0.0%

（３）　定員管理の数値目標及び進捗状況
①　平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標（「集中改革プラン」における数値目標）

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（注）　 １　計画期間は、平成18年度～平成22年度の5年間である。
２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
３　人数には教育長を含みます。

以上

-27人

40歳
～～ ～

3人

55人87人

55人

36歳24歳

Ｈ18

増減

57

507

部門 区分
計画始期

318
一般行政

計
職員数

教育

Ｈ17

増減

132

公営企業等会
計

職員数

増減

増減

職員数

職員数

-

315 -302

～～

47歳 51歳

32人

Ｈ22

45人

-5.3%

純減数 純減率

39歳 43歳31歳 35歳

76人 46人

107

平成22年4月1日
職員数

～

▲ 8 ▲ 13 2 1

499 486 488

8 1

▲ 4▲ 1

118

6

489

119

1年目 2年目

65 66

111

▲ 13

72

▲ 6 ▲ 1

6▲ 3 ▲ 13 2

112

7

5年目

317

480(74.07%)

6

-

-

▲ 20

68

▲ 4

▲ 2

63

▲ 5

487 ▲ 27

（参考）
数値目標

H17～Ｈ22

計

▲ 1

486人2人

▲ 25

計
60歳

506人

47人

～

55歳 59歳

52歳 56歳
～

30人

48歳

53人

63人

区分
44歳28歳 32歳

80人

Ｈ19 Ｈ21

3年目 4年目

Ｈ20

304 310

～ ～

98人 56人 41人37人

507人 480人

39人

未満

平成17年4月1日
職員数

23歳

18人 29人

20歳

27歳

職
員
数

H22

H17

20歳

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

2
0
歳
未
満

2
0

～
2
3

2
4

～
2
7

2
8

～
3
1

3
2

～
3
5

3
6

～
3
9

4
0

～
4
3

4
4

～
4
7

4
8

～
5
1

5
2

～
5
5

5
6

～
5
9

6
0
歳
以
上

構成比

5年前の構成比
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